
項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

期間 2.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ２７ 20,780千円 臨時職員 0.15 人

臨時職員 0.00 人

①5回

②80人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

16 16

16

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境
整備を目指すため、所沢市子ども・子育て支援事業
計画を策定し、定期的に計画の点検・見直しを行うな
ど、社会情勢の動向に合わせて施策等の着実な実
施を図ることを目的とする。計画の策定・点検・見直し
の際は、所沢市子ども・子育て会議委員の意見を参
考にする等、多様な意見を反映するよう努める。
なお、令和元年度は、現行計画の最終年度であった
ため、令和２年度から６年度を計画年度とする新たな
計画（第２期計画）の策定作業を行った。

1.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 16 16

目標達成済

R1決算額（見込み）

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条
例

6,262千円 6,030千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

各事業の進捗状況の自己評価を子
ども・子育て会議で報告し、承認を
いただいた。計画書に掲げる事業
については、順調に進んでいる。

R1年度に改善した点

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域子ど
も・子育て支援事業、計16事業）について、事業が順調
に進んでいるかどうかを把握するもの。

子ども・子育て会議において、委員が活発
に意見交換できる環境を整えるため、市民
公募委員の改選時期に委員向け研修会を
開催した。研修会では、必須知識・用語の
整理、模擬ワークショップ等を行い、委員
の交流が促進されるなど、活発な意見交
換に繋がる効果が得られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

計画の進捗管理には、多様な視点による
点検・評価が必要である。会議においては
委員相互の活発な意見交換の機会を最大
限に確保し、これらの意見を参考にするこ
とにより、市民ニーズを適切に反映してい
く。

R1予算現額

15,084千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

653千円 508千円

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数

順調に進んでいる事業等の件数

1.29 人
非常勤
特別職

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市子ども・子育て
支援事業計画推進事
業

根拠法令

臨時職員

①39.9％

②中止

③

R元年度目標 R1実績 市民意識調査結果や改正社会福祉法等を
踏まえ、第３次計画の策定を行っていく。ま
た、成年後見制度利用促進基本計画を包
含した計画とするために必要な調整を図る
ほか、各分野別計画との整合性をはかる
ために庁内地域福祉連絡推進会議を活用
していく。

予定されていたイベント、講習会等が感染症拡大
防止の観点から中止となり、実績値が伸びなかっ
た部分もある。未達成ではあるも、前年度より達
成率は上昇している。

90.0%

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

88.0%

10,722千円 臨時職員

82.9%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

85.3%

92.0%

12,151千円

4,295千円 4,005千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

709千円 355千円 ①第3次計画策定に向けた市民
アンケートの回答率

②地域福祉みらいフォーラムの
参加者アンケートの満足者数

③H30その他職員
従事割合

指標名

第３次所沢市地域福
祉計画策定事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

社会福祉法

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

地域福祉計画における「取り組みを
測る指標」については、一部指標に
達成率の低いものが見られるも、26
の指標のうち達成率が90%を超えて
いるものが16指標あり、前年度から
の実績値も上昇し、おおむね順調
に成果を上げているところである。

R1年度に改善した点

所沢市地域福祉計画に掲げた取り組みを測る指
標の達成率

地域福祉計画における「取り組みを測る指標」の
達成率の平均値。目標値は令和6年度を100%とす
る。

令和2年度をもって計画期間を終えること
から、次期計画策定の基礎資料とするた
めの市民意識調査を実施、今回は一般に
加え中高生の意識調査を実施した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額

期間

平成26年度～

第2次所沢市地域福祉計画の基本理念「互いの顔が
見える、地域で見守り支えるまち」をめざし、地域にお
ける福祉のコミュニティやネットワークづくりを進める。
また、地域福祉推進委員会において、計画の進行管
理及び評価を行い、計画の円滑な推進を図る。

1.45 人

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 1.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H25～ 8,312千円 臨時職員

①565事業

②2人

③71項目

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

90.0% 94.3%

90.0%

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価検
証し、結果を予算･計画などへ反映していく。

0.85 人
非常勤
特別職

90.0% 87.7%

事業内容によっては、改善の余地があまりないも
のもあるため。

臨時職員

①事務事業評価実施数

②公開評価の傍聴者数

③組織目標における目標達成に
向けた重点事業項目数

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

R1決算額（見込み）

所沢市自治基本条例 0千円 229千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 522千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

令和元年度より所沢市マネジメント
システムにおいてSDGs（持続可能
な開発目標）の取組推進に向け働
きかけたが、その浸透を図るため、
引き続き庁内への周知が必要であ
る。
事務事業評価については、指標設
定が適切であったか等、改めて
PDCAサイクルに基づき検討する必
要がある。

R1年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、毎年９割以上の事業が何らかの
改善を行えるようにしていきたい。

環境配慮事項等伝達書に快適環境の保
全に向けて「SDGs（持続可能な開発目標）
への取組」の観点を取り入れ、推進した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

SDGsと事業をしっかり結び付けて実施して
いくよう、周知に努めていきたい。

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

根拠法令 R1予算現額

7,123千円

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

期間 0.96 人
非常勤
特別職

R2年度目標

7,980千円 臨時職員Ｒ１～Ｒ２

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①「高齢者福祉・介護実態調査」
を実施し、市内高齢者の実態の
把握に努めた。
配布数：4,250件
回収数：3,108件（73.1％）

R元年度目標 R1実績

計画策定完了

5,412千円

新型コロナウィルスの影響により、令和2年
度前半の協議の場開催の見合わせや、全
体回数を縮減するなどスケジュールに影
響が出ている。
意見収集や修正等を含めた手続きの不
備・遅れがない様に全体進捗管理に努め
る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

高齢者福祉・介護保険に関する事項を定める「高齢
者福祉計画・介護保険事業計画」を3年を1期として策
定する。
市民の意見徴取、県の記載事項承認、諮問機関へ
の諮問・答申等の所定の手続きを経て滞りなく計画
を策定し、令和3年度からの運用に入ることが目的と
なる。

0.00 人
非常勤
特別職

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標達成済
高齢者福祉・介護実
態調査実施完了

完了した

介護保険法、老人福祉法 6,242千円

①計画策定に係る予備調査とし
て、「高齢者福祉・介護実態調
査」を実施

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

年度内に実施完了し、令和2年度の
策定作業の基礎資料として活用で
きるようになったため。H30正規職員

人件費
H30その他職員
従事割合

R1予算現額 R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

第８期所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計
画の策定完了

法定計画であり、概ねのスケジュールも順次国が
示す指針、手引きの発出のタイミングで実施して
いくため、年度内に実施すべき項目の完了を目標
とした。

質問項目に関し、高齢者福祉計画推進会
議委員の意見も踏まえ見直しを行った。

H30年度目標 H30実績

実施計画ランク

高齢
者支
援課

H30決算額H30予算現額事業の種別

0千円

一
般

第８期所沢市高齢者
福祉計画・介護保険事
業計画策定事業

根拠法令

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

評価を行うことで、事業に対
する職員の意識改革をすす
めた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１６．平和と公
平をすべての

人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

無作為抽出による調査対象
者選定を行い、公平性確保
に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１．貧困をなく
そう

１６．平和と公
平をすべての

人に

１０．人や国
の不平等をな

くそう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

地域における支え合い活動
の推進、担い手の育成等に
より、誰もが安心して暮らせ
る地域を目指している。

１．貧困をなく
そう

３．すべての
人に健康と福

祉を

１６．平和と公
平をすべての

人に

どのように貢献したか

進捗管理において、適切な
情報開示や丁寧な説明を
行ったことにより、「16.6有効
で説明責任のある透明性の
高い公共機関の発達」に貢
献した。

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第４節　行政経営



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　髙野　淳

R1実績

H30年度～R2年度 5,818千円 臨時職員 0.30 人

―

1回

R元年度目標臨時職員

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 3.00 人
非常勤
特別職

0.30 人

H30決算額

386千円

1回

2回

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1年度～R2年度 5,818千円 臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

調査地区として、市内のみどリの
核、拠点、回廊の計24地区を選定
し、指標種として、動物100種、植物
25種の計125種を選定し調査を行っ
た。これまでに所沢市内で調査した
文献調査と併せ、本戦略の基礎情
報の把握につながった。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

本戦略における主要な施策となる「エコロジカル
（生態系）ネットワーク」の構築に向けて、検討の
基礎情報となる動植物の生息・生育状況の把握
が重要となることから、調査回数を指標とした。

指標調査の精度を高めるため、調査区域
を増やして実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本市の社会情勢や自然環境に合わせた
計画とすべく、審議会からの専門的知見を
踏まえた戦略としていく。

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

生物多様性ところざわ
戦略策定事業

根拠法令

1,481千円

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額 指標名

①所沢市みどりの審議会開催回
数

②市民啓発イベントの参加者数

③市民アンケート等回答数

指標動植物調査回数

―

0.00 人

①3回

②2,172名

③1742人、37団体

H30年度目標

非常勤
特別職

生物多様性基本法、生物多様性国家戦略、所沢市
みどりの基本計画

843千円

　生物多様性基本法に基づき、本市の生物の多様性
の保全と持続可能な利用のため、その方針をまとめ
た計画となる「生物多様性ところざわ戦略」を策定す
るものである。
　策定にあたっては、所沢市みどりの基本計画に掲
げたみどりの各施策や市の関連施策と連携しなが
ら、エコロジカルネットワークを構築する具体的方策
について検討していく。

0.00 人 0.00 人

0千円

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

保全したみどりや水辺の主軸である河川等を相互に
結びつける散策路を中心とした整備を推進し、ところ
ざわサクラタウン、中心市街地、狭山丘陵を拠点とし
て連携させることで、市域全体の魅力向上を目指す
ため、本計画を策定するものである。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1年度に改善した点

①関係部署の調整会議開催回
数

②パブリックコメントの実施

③水とみどりがつくるネットワー
ク計画（案）の作成

関係部署の調整会議開催回数

1回
Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

目標設定の考え方・根拠

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

2回 2回

全庁的な計画となることから計画策
定に関係する部署を幅広くとらえ関
係部署との調整会議、パブリックコ
メント等をを実施し、事業の情報収
集と調整を行い、水とみどりがつくる
ネットワーク計画（案）を作成した。
散策路マップについては、産業経済
部と連携し、令和2年度に作成する
こととなった。

臨時職員 0.00 人
①2回

②1件

③1件

R元年度目標

―

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

水とみどりがつくるネットワーク計画（案）作
成に当たり、関係課及び関係自治体との
調整を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

14,694千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

1回

産業経済部と連携して作成する新たな「と
ころざわ　ウォーキング・ナビ」について、
水とみどりがつくるネットワーク計画の考え
方を取り入れて作成すること。また、本計
画の推進に伴う進捗管理を行う方法につ
いて検討する必要があること。

事業の目的及び具体的な内容

366千円
所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市みど
りの基本計画、所沢市街づくり基本方針

R1予算現額

水とみどりがつくるネットワーク計画は、「所沢市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」の重点プロジェク
トに位置づけられていることから、関係部署の調
整が重要であり会議の開催回数を指標として設
定した。

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

水とみどりがつくるネッ
トワーク計画策定事業

根拠法令

4,609千円

H30正規職員
人件費

平成28年度～ 17,455千円 臨時職員 計画の推進

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員

令和元年度に第２次計画を策定し、令和２
年度以降は、計画の推進に努める。

非常勤
特別職

アンケート調査実施 アンケート調査実施

R2年度目標

16,592千円

第２次計画策定 第２次計画策定

①５回

②３回

③取組状況・目標指標達成度の
評価・公表

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

所沢市保健医療計画
策定事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

埼玉県地域保健医療計画
第６次所沢市総合計前期基本計画

5,334千円

事業の目的及び具体的な内容

「第１次所沢市保健医療計画」に基づき、市や関係機
関などが実施している保健・医療分野等の取り組み
を整理し、本市の保健医療政策を効果的・効率的に
推進するとともに、「第１次所沢市保健医療計画」が
令和２年３月をもって計画期間が終了することから、
令和２年４月から計画期間を６年とする「第２次所沢
市保健医療計画」を策定するものである。

1.98 人

R1年度に改善した点H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

第２次計画の策定にあたっては、当
市の保健医療の現状や、平成３０
年度に実施したアンケート調査の結
果を反映させ、よりよい計画の策定
が出来たと考える。
また、第２次計画では、健康日本２
１を基にした構成に変更し、市民に
とってより分かりやすく見やすい内
容になった。

目標達成済

4,956千円

R1実績

計画の評価方法について、市民にとってよ
り分かりやすい内容とするため、第２次計
画における評価方法について検討を始め
た。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,505千円

H30正規職員
人件費

H30予算現額

第２次所沢市保健医療計画の策定

令和２年３月をもって、第１次所沢市保健医療計
画の計画期間が終了することから、令和２年４月
から６年間を計画期間とする、第２次計画を策定
することを目標とした。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

5,143千円

①計画推進委員会開催日数

②計画庁内推進会議開催日数

③第１次計画の進行管理

R1目標値が未達成の理由・分析保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

期間 2.10 人
非常勤
特別職

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市都市計画マス
タープラン推進事業

根拠法令 R1予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

「所沢市街づくり基本方針」を改定
し、新たに「所沢市都市計画マス
タープラン」を策定した。

R1年度に改善した点

①所沢市街づくり基本方針改定
委員会の開催

②パブリックコメントの実施

③所沢市都市計画マスタープラ
ンの策定

適切な進捗管理体制の構築

「所沢市都市計画マスタープラン」について、関係
部署と連携し、街の将来像の実現に向けて推進
するとともに、適切な進捗管理体制の構築を行
う。

改定後を見据え、進捗管理体制の検討を
進めた。

H30年度目標 H30実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,510千円 14,668千円

R1決算額（見込み）

都市計画法 7,413千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

進捗管理の体制構築

素案作成

改定

R2年度目標

所沢市都市計画マスタープランの策定

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

21,453千円 臨時職員
①3回

②10名・39件

③令和2年第1回定例会で修正
可決

R元年度目標 R1実績

臨時職員

庁内関係部署との情報共有及び連携を図
る。

R1正規職員
人件費

H29～ 24,936千円

都市計画法第18条の2に基づく都市計画に関する基
本的な方針である「所沢市都市計画マスタープラン」
について、庁内関係部署と連携し、街の将来像の実
現に向けた取組を進めていくものである。

2.56 人 素案作成

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

当市の保健・医療に関する
施策を一体的に推進する保
健医療計画を策定・推進す
ることにより、市民の健康づ
くりに貢献した。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

生物多様性の確保を図るた
め、動植物の生息・生育状
況に応じた適切な保全・創
出活動を実施するための計
画策定をすすめた。

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

どのように貢献したか

みどりや河川とにぎわいの
拠点を結ぶ散策路整備の計
画を策定し、自然環境への
意識高揚やまちの活性化を
目指した。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

関連計画との連携により、街
づくりの方向性を位置づけ
た。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

7,207千円

8,977千円

指標名

COOL JAPAN FOREST構想の認知度
①各団体等への説明会数

②文化創造会議参加者数

③TEAM　START開催回数

0千円

特になし

根拠法令

H30正規職員
人件費

0千円

1,807千円

H30実績

R1年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

多くの方に周知するため、所沢市民フェス
ティバルに参加した。その際に、株式会社
KADOKAWAのブースト隣り合わせで参加
したことで、多くの方にCOOL JAPAN
FOREST構想の啓発を図ることができた。

本構想がどれだけ浸透しているかを測るため、所
沢市市民意識調査でCOOL JAPAN FOREST構想
を「知っている」と答えた人の割合を指標とする。
所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略では令和2
年度までに８０％を目指すこととしている。

西地区への認知度が低いため、西地区で
実施されるイベントへ参加するとともに、令
和２年度にオープンする「ところざわサクラ
タウン」と共に、目指すべきまちづくりを進
めるための取り組みを検討していく必要が
ある。

R1目標値が未達成の理由・分析

成果指標である認知度の達成度は
低い状況にあるが、一方で各団体
等への説明会の要望や文化創造会
議の参加者数は減少していないた
め、多くの方がCOOL JAPAN
FOREST構想に興味を示していると
考えられる。
今後は、令和２年度にオープンする
「ところざわサクラタウン」と共同で
啓発活動を検討するなど、啓発方
法の工夫が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和元年度は所沢市民フェスティバルで啓発活
動を実施するなど市全域を意識して啓発活動を
行った結果、実績値は昨年度と比較して向上し
た。
一方、昨年度同様西地区の認知度は低いため、
今後は西地区への積極的な啓発活動が重要とな
ると考えられる。

H30年度目標

R1決算額（見込み）R1予算現額

H30その他職員
従事割合

2,666千円

43.8%80.0%
非常勤
特別職

0.86 人

R1実績R元年度目標

①9回

②４０３名

③１回

80.0%

1.08 人

COOL　JAPAN
FOREST構想推進事
業

期間

H27年度～

臨時職員

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した「み
どり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指す。
推進会議「TEAM　START」での協議や、構想推進に
関する協定を締結するとともに、イベントでのブース
出展や文化創造会議の開催等の啓発、情報発信を
行うなど、「みどり・文化・産業が調和したまち」の創
出に向けた事業を展開する。

実施計画ランク

最優先 法定受託事務自治事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容経営
企画
課

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

一
般

H30予算現額事業の種別

臨時職員

H30決算額

53.0%

R2年度目標
非常勤
特別職

80.0%

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S63年度～ 3,740千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員

①87施設

②8部会

R元年度目標 R1実績

協議会の現行計画である「第２次埼玉県
西部地域まちづくり構想・計画」が令和２年
度をもって期間満了を迎えるため、次期計
画を策定し、圏域のさらなる活性化に取り
組む。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

612,833人

550,000人

指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 510,000人 578,939人

目標達成済550,000人

3,687千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 730千円 716千円

①相互利用対象施設数

②活動専門部会数

目標設定の考え方・根拠

Ａ

協議会に新たに日高市が加入し、
公共施設の相互利用も５市で開始
したことで、圏域内での交流の機会
が拡充した。

R1年度に改善した点

市民相互利用交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。 新たに相互利用の対象となった日高市の

７施設について、広報を行った。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30実績経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市、飯能市、狭山市、入間市の４市で組織する
埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）につ
いて、構成市の連携・交流を深め、広域的な行政課
題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利用
や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏域住
民の利便性や交流を図る。また、イベント等により構
成４市の連携を促進する。

R1予算現額

特になし 726千円

H30決算額

ダイアプラン推進事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

721千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人

重要

1,829千円 臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

70.0% 64.5%

70.0%

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 70.0% 76.4%

3,017千円 臨時職員 0.00 人

①5件

②15件

③4件

R元年度目標 R1実績

①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

事業予算の執行率根拠法令

1,711千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,000千円 1,529千円

R1年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を全庁で積極的に実
施しているかという視点から、事業予算の執行率
を根拠とした。

適切に事業予算の管理を行うことにより、
当該事業が必要な所属に活用してもらうこ
とができた。

政策形成への支援に対して、アドバイザー謝礼の
支払を想定していたが、各所属からの活用希望
がなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

先進事例を積極的に調査・研究し、他所属
にも情報提供する等して、より多くの職員
に当該事業を活用してもらう。

H30決算額 指標名

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

先進市の視察・研修会の参加等に
より、今後の事業展開に大いに役
立てることができた。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 2,650千円

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職員
の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くことを
目的とす る。

0.36 人

R1正規職員
人件費

H25～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,961千円 臨時職員

①29件

②709件

③3回

R元年度目標 R1実績

行政改革大綱は令和元年度に終了し、令
和２年度以降は「所沢市行政経営のため
の職員行動ガイドライン」に基づき、行政
経営を推進していく。1.26 人

非常勤
特別職

6

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

7

10

所管課ですでに別の対応をしていて、提案の直接
的な実現に至らなかったものや、実施に向けて環
境整備が必要になるものなど、実現困難な提案
があったため。

10

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を定め、
自律した行政を行うこと）を実践する。
○「所沢市行政改革大綱」に沿った行政経営の推進（一人
一改善、職員提案、行政改革大綱掲げられている実施目
標の各項目の計画的実施、「有言実行発表会」の開催によ
る行政経営の趣旨周知等）
○行政経営推進委員会の開催
○庁内情報誌を通じた行政経営の趣旨周知

0.95 人
非常勤
特別職

10

10,473千円 臨時職員

1,322千円

①職員提案提案数

②一人一改善改善数

③行政経営推進委員会開催数

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市行政経営推進委員会設置条例など 1,704千円 1,312千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

職員提案の提案採用数
実施若しくは実施に前向きな検討結果が提出され
た提案数

・第６次行政改革大綱に係る改革改善の
内容を踏まえ、より効果的に行政経営を進
めるため、新たにガイドラインを策定した。

・一人当たりの時間外勤務の削減に努め
た。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額

行政経営推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

第６次行政改革大綱（平成28年度
～令和元年度）の進捗については、
平成30年度実績は87％で、目標の
90％にわずかに届いていないもの
の、順調に推移している。
一方、職員提案については前年度
同様、実現率が低いため、職員に
対して提案の呼びかけを行い、各
所管課においても提案内容を積極
的に取り入れ、業務改善に繋げて
いくよう、調整が必要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

1,563千円

期間

H16～

どのように貢献したか

大綱の推進を行うことで、行
政経営に対する職員の意識
改革をすすめた。

８．働きがい
も経済成長も

１４．海の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長も

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１０．人や国
の不平等をな

くそう

どのように貢献したか

有識者や先進自治体等から
知見を得て、市の政策推進
に活用した。

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

協議会として、将来を見据え
た計画の策定に着手した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

民間事業者である㈱KADOKAWAと
共同でまちづくりを進めた。
また、啓発グッズをトートバッグや狭
山茶にすることにより、レジ袋の削
減や地産地消の推進を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

まち・ひと・しごと創生法

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

非常勤
特別職

H30決算額

0千円

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開する
うえで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき
４つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つの
施策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に実
行する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進する
ため、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の達成度
や事業の進捗状況を確認し、効果検証を行いながら
進行管理する。

0.29 人

戦略指標である「地域のつながり
の強さ」について、「強くなった」を
選択した人が少ないことから、今後
は地域のつながりを強くしていく取
り組みが必要である。
その他の戦略指標については達成
率が100%に達している目標も複数
あり、一定の効果があったとみられ
る。

100.0%

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

市民意識調査において、「地域のつながりの強さ」
が５年前と比較して「変わらない」と答えた人は半
数以上であるが、「強くなった」を選択した人が少
ない状況であることが原因の1つと考えられる。

95.0%

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1実績

４つの戦略方針に掲げる戦略指標の達成率（７
指標のうち、達成率を算出できる６指標の平均
値）

地域のつながりを強くするため、戦略方針
「（４）暮らしやすさをUP」に係る取り組み
をより積極的に進めていく必要があり、第
２期所沢市総合戦略の中でも検討してい
く。

91.4%

92.7%

R元年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評価
指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的視点
として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和２年度までを計画期間とし、令和
２年度における達成率１００％を目指すものであ
る。

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

①「所沢市総合戦略」の戦略方
針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトに関する事業数

③有識者等への進捗管理報告

0.42 人

3,520千円 臨時職員

①197

②32

③１回

100.0%

R2年度目標

H30正規職員
人件費

2千円

臨時職員

非常勤
特別職

2,410千円

自治事務 法定受託事務 75千円

H30実績

根拠法令 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

事業の種別

経営
企画
課

法定受託＋附加

H30予算現額

0千円

第２期所沢市総合戦略については、国の
第２期総合戦略の内容を踏まえ作成する
必要があり、国の第２期総合戦略が令和
元年１２月に作成されたことから、第２期所
沢市総合戦略の検討時間を確保するた
め、第１期所沢市総合戦略の計画期間を
延長した。

期間

重要

地方版総合戦略推進
事業

　　H27年度～

実施計画ランク

一
般

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

H30決算額

指標名

①令和元年度分削減経費
②導入時（平成25年度）からの
累積削減経費

各業務システム集約数 「全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤」
更改に伴い、運用管理面で利便性が向上
するよう改善を図った。

0.00 人

31,296千円

引き続き、システム更改に合わせてサーバ
仮想化を進める。

0.00 人 6

R1年度に改善した点

10.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

1,927千円 臨時職員

2,660千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4 4①12,022千円

②255,461千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39,904千円

所沢市サーバ集約化事業計画に基づき、各業務シス
テムサーバのリース期間満了に合わせ、順次サーバ
を集約化し、運用等における総経費及び電力の削減
や運用の効率化を行う。

R1実績

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R2年度目標

非常勤
特別職

6
Ａ

各課システム開発調書に基づき、
更新システムを目標通り仮想化基
盤上に移行することが出来た。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし

出来る限り多くのサーバを仮想化基盤に載せるこ
とにより、業務の効率化が図れるため、システム
集約化数を指標とする。
目標値は、所沢市サーバ集約化事業計画や各所
属の要望等に基づき設定している。31,715千円

指標名

R元年度目標

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

サーバ集約化事業

期間 0.32 人

平成25年～

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.23 人

39,788千円

平成8年～ 6,234千円 臨時職員 0.60 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,637千円 臨時職員 0.10 人

①302回

②95.3125分

R元年度目標 R1実績

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

99.6%

100.0%

0.00 人 R2年度目標

概ね安定的な運用を行うことがで
き、目標を達成することができたた
め。

R1年度に改善した点

全庁ネットワークの正常稼働率

全庁ネットワークの安定的な運用が目的であるた
め、稼働率を指標とする。目標値はネットワークが
停止しないことを目標とするため100％とする。
なお、天災や使用者による人災等に起因するネッ
トワーク停止は除く。

「全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤」
更改に伴い、運用管理面で利便性が向上
するよう改善を図った。

H30年度目標

令和元年度は全庁ネットワーク更改を実施した
が、移行期間中にネットワーク機器設定等の設計
が甘い部分があったため、利用職員がネットワー
ク上の問題を起こした際に想定外のネットワーク
障害が生じたため。

100.0%

指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

①運用支援

②復旧所要時間

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

Ａ

H30予算現額

20,215千円 19,829千円

1.15 人

R1予算現額

特になし

H30決算額

R1決算額（見込み）

16,377千円 15,986千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

全庁ネットワーク運用
管理事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要

年間を通して、全庁ネットワークの安定的な運用管理
を行うため、ネットワークの監視やネットワーク機器、
ネットワーク上のサーバ機器等の障害対応など、常
駐ＳＥと連携しネットワーク全体の運用保守を迅速か
つ的確に行う。

昭和63年～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021」
を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。 0.75 人 0.00 人

R1正規職員
人件費

R2年度目標

概ね目標達成
C評価（改善の余地あり）：1事業
　取り組みが進まなかったために改善の余地あり
と評価された事業が1件あったため。

100.0%

0.74 人 100.0%
非常勤
特別職

98.5%0.00 人

98.3%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,201千円 臨時職員 0.10 人

①平成30年度進捗状況等評価
報告書の作成

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

計画期間の各年度の取組の実施状況を評
価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイクルを
回すことで業務システムの導入効果を継
続的に改善する。また業務システムの導
入効果を継続的に改善できるような仕組
みとしていく。

R1その他職員
従事割合

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

特になし 0千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

指標名H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　所沢市ICT推進アクションプラン
2019-2021の令和元年度進捗状況
について、A評価（適切）とB評価（お
おむね適切）と評価された事業数は
57件で、全事業数58件の98.3％と
なっている。
　このため、令和元年度の取り組み
はおおむね計画どおり実施されたと
考えられる。

R1年度に改善した点

①所沢市ICT推進アクションプラ
ン2015-2018の平成30年度進捗
状況の調査・評価・検証、及び計
画期間における目標達成状況の
総括

所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021の進
捗率
（A評価事業数＋B評価事業数）
　　　　　　　　　／アクションプラン総事業数

所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021の各事
業の進捗状況評価のうち、A評価（適切）とB評価
（おおむね適切）と評価された事業数の全事業数
に対する割合を指標とする。

令和元年度より、新たな行動計画「所沢市
ICT推進アクションプラン2019-2021」に基
づく取り組みを開始した。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

行政情報化推進事業

根拠法令 R1予算現額

期間

R1決算額（見込み）

ＩＴ推
進課

重要

どのように貢献したか

ＩＣＴを利活用し、未来を見つ
めた市民本位のまちづくりを
図る

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

ネットワーク機器更新の際、
省エネに配慮し機器を選定
した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

廃棄するサーバの数を削減
することができた。

８．働きがい
も経済成長も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

活力にあふれ、活力ある経済
活動の中で安心して暮らせる街
を目指すため、まちの魅力や産
業力、安心できるまちを目指し、
持続可能なまちづくりを進め
た。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政担当参事　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政担当参事　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

令和元年度における当該事業は、半期が導入期
間にあたる。そのため、事業の効果を測定する目
標値については、運用開始期にあたる令和２年度
からを想定とし、今回は評価対象外とする。

R1目標値が未達成の理由・分析

期間 4.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H30実績

H30決算額 指標名

R1実績

‐ ‐

0.45%

R元年度目標

0.39%

H30その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

R1～R2

H30年度目標

臨時職員

臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１，４２７件

R1決算額（見込み）

4,906千円 4,512千円

当該事業への利用案内および周知活動を
通じて、共通納税システムによる収納率お
よび利用率の向上をめざす。

‐

33,248千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

0千円

当該事業は、地方税における電子納税システム
の運用を通じて、収納管理事務の効率化および
市税の早期収納を目的とする事業である。このた
め、地方税共通納税システムによる収納額を指標
とし、目標値としては、前年より増やすことを目標
としたい。

H30正規職員
人件費

法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

システム運用に向けた準備におけ
る進捗状況については、当初の予
定通り、令和元年１０月より運用開
始できたことから、順調であったと
考えている。
また事業目的とする、電子納税を通
じた早期収納の推進という点におい
て、一定の効果があったものと考え
ている。

R1年度に改善した点

当該事業の導入時期とし、今回の評価対
象外とする。

地方税共通納税システム利用件
数

地方税共通納税システム利用率
※地方税共通納税システム利用率＝地方税共
通納税システム利用件数/対象税目の合計

自治事務 法定受託事務

R1予算現額

地方自治法施行規則の一部改正により、歳出予算
の節体系において令和2年度から7節「賃金」が廃止
され、併せて現行の「8節～28節」が「7節～27節」に
順次繰り上がったことに伴い、財務会計システムの
改修（節データの変更及び出力帳票への反映）を行
う。
※令和元年度で債務負担行為により予算措置を行っ
た事業であり、令和元年度予算額は0円であった（事
業費全額を令和2年度予算に計上）。

R1予算現額

地方税法、国税徴収法、所沢市税条例

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額

4,374千円

H30予算現額

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

6,987千円

0.16 人

6,543千円 5,315千円

（目的）地方税における電子納税の推進、事務の効率化及
び市税の早期収納。
（具体的な内容）法人市民税及び個人市民税特別徴収分
の収納方法のひとつとして、電子納税を可能とするシステ
ムの構築を実施。

地方税共通納税シス
テム導入事業

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

地方自治法施行規則

最優先 自治事務

収税
課

期間

財務会計システム改
修事業

根拠法令

根拠法令

最優先

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

優先

0件

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

一
般

R1年度に改善した点

0千円

①システム更新作業

バージョンアップに起因する不具合の発生件数

全庁的に職員が使用するシステムであるため、不
具合が起こった場合の業務への影響が大きいこ
とから、バージョンアップを適切に実施し、稼働後
の不具合が発生しないことを目標とする。

H30予算現額

IT推進課やシステム開発業者と連
携を取りながら、システムの更新を
行い、予定通り稼働開始することが
できた。
今後も引き続きシステムの安定的
な稼働を維持すべく、取り組みを
行っていく。なし

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

R元年度目標

なし

0千円

臨時職員

①システムのバージョンアップ作
業完了
②旧システムからのデータ移行
完了

システムのバージョンアップ、サーバ新OS
へのデータ移行を行った。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

38,000千円 37,730千円

目標達成済

R1実績

R1目標値が未達成の理由・分析

0件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

財務会計システムは、「所沢市サーバ集約化事業計
画」に基づいてサーバ機器を仮想化基盤上に集約
し、基幹系ネットワークに接続して運用しているが、
サーバのOSのサポートが令和2年1月14日に終了す
ることに伴い、セキュリティの低下が予想されることか
ら、システムの安定稼働を図るため、バージョンアッ
プ及び新OSへの移行を行うものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0千円

本事業は達成したが、引き続きシステムの
安定的な稼働を維持すべく、取り組みを
行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.29 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ａ

R1 2,410千円 臨時職員 0件

期間

財務会計システム更
新事業

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

90.0%

①パソコンの調達台数

特になし

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成にわずかに及ばなかっ
た。

R1年度に改善した点

パソコンの更新率
更新対象端末及び各所属からの端末増設要望を
もとに、パソコンを配付するものである。 画像及びＤＶＤ再生ソフトを事前にインス

トールを実施。

H30年度目標

職員及び会計年度職員の増に加え、ペーパーレ
ス化により、パソコンによる事務量の増加が要因
として考えられる。
しかしながら、ある程度の要望台数を配付でき
た。
引き続き、要望台数を配付するように対応する。

臨時職員 0.10 人

①270台

R元年度目標 R1実績

H30実績

業務の多様化やセキュリティ強化に伴い、
各所属よりパソコンの増設要望が多くあげ
られるため、引き続き調整を行う。
また、Windows7のサポ―ト終了に伴う対応
を行っていく。

R1その他職員
従事割合

100.0% 87.9%

R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

H２５年度～ 3,740千円 臨時職員 0.10 人 100.0%

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

一
般

全庁ネットワークパソ
コン整備事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

1,341千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

使用開始から６年が経過し動作の遅延や故障が発
生しているパソコンの更新を行う。さらに臨時職員の
増員などで、業務上パソコンの増設が必要なため、
更新に際して増設を行う。

指標名

法改正による歳出節体系の変更をシステムに反
映させる改修であるため、改修を適切に実施し、
改修に起因する不具合が発生しないことを目標と
する。

H30決算額

0千円

H30その他職員
従事割合

0件

①システム改修作業

改修内容に関する不具合の発生件数R1決算額（見込み）

R1実績

臨時職員

予定しているシステム改修のうち、予算書
等一部帳票に係る改修を行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

Ａ

目標達成済

指標名

なし

システム事業者との連携を取りながら、今
後の改修を進めていく。改修に当たっては
影響範囲を正確に見込み、システムを使
用している業務に支障が出ないよう、適切
に改修を行う。

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①予算書等一部帳票に係る改
修作業のみ完了

予算書等一部帳票に、法改正の内
容を遅滞なく反映することができ
た。
今後は、システムの節データや令和
元年度に改修を行わなかった帳票
についても、改修を進めていく。

R1年度に改善した点

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

なし0.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標0千円 臨時職員

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0件

0件
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

2,327千円

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１６．平和と公
平をすべての

人に

どのように貢献したか

最新のOS搭載のパソコンを
導入

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

当該事業活動を通じて、収
納方法の利便性を向上する
だけでなく、紙資源（納付書）
の節約に関しても寄与した。

どのように貢献したか

財務会計システムの導入に
より、全庁的な運用の統一
や、システムで集計したデー
タを用いた財政状況の公表
等が可能となった

どのように貢献したか

財務会計システムの導入に
より、全庁的な運用の統一
や、システムで集計したデー
タを用いた財政状況の公表
等が可能となった

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１６．平和と公
平をすべての

人に

一
般

事業の種別実施計画ランク

R1～R2

財政
課



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

根拠法令

国民健康保険法 10,234千円 10,181千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円 0千円法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.18 人
非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

オンライン資格確認システムは、当該システムの読
取端末が導入された医療機関において、保険証がな
くてもマイナンバーカードにより受診できる仕組みで、
重複投薬の削減等にも効果が期待されており、令和
３年３月から運用が開始される予定である。本事業
は、当システムとの情報連携のため税系システムの
改修を行なうものである。

0.00 人
非常勤
特別職

Ｒ１ 1,496千円 臨時職員

①令和２年３月３１日完了

②令和２年３月３１日完了

R1その他職員
従事割合

税系システム改修事
業（オンライン資格確
認等対応）

0千円 臨時職員

R1正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1予算現額 R1決算額（見込み）
令和3年3月から運用が開始されるため、システム
改修の進捗率を目標値とした。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

H30その他職員
従事割合

①外国人被保険者の在留資格
等の情報連携のための改修
②オンライン資格確認システム
の情報連携のための研修

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

令和３年３月から運用が開始されるため、令和元
年度の目標値を定めていない。

R2年度目標

16,000件

H30決算額

令和3年3月からの運用開始に向
け、滞りなく事務を進めることができ
た。

R1年度に改善した点

Ａ

オンライン資格確認システム改修の進捗状況

R元年度目標

H30年度目標国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

重要 自治事務

期間 0.18 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ｒ１～Ｒ２ 1,496千円 臨時職員

臨時職員
①なし
②なし

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

保険証と高齢受給者証を一体化することにより、被
保険者の利便性向上を目指すとともに、保険証及び
高齢受給証の交付・発送事務の一元化による事務の
簡素化を図るものである。

0.00 人
非常勤
特別職

令和２年度より開始される事業のため、令和元年
度の目標値を定めていない。

0千円

0千円

R1決算額（見込み）

国民健康保険法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和2年度からの被保険者証と高
齢受給者証の一体化に向け、本年
度は債務負担行為により委託業者
の選定、契約の締結を行なった。

R1年度に改善した点

①被保険者証と高齢受給者証
の一体化対応

②保険証発行時の各種チェック
機能追加

保険証と高齢受給者証一体化発行件数
事務の簡素化を図ることが目的であるため保険
証と高齢受給者証を一体化して発行した件数を目
標値とした。

H30年度目標

H30予算現額

税系システム改修事
業（国民健康保険被保
険者証・高齢受給者証
一体化対応）

根拠法令 R1予算現額

重要

H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

重要 法定受託＋附加

特になし

0千円

期間 0.53 人
非常勤
特別職

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

―　個

７２個

R2年度目標

4,405千円 臨時職員

H30その他職員
従事割合

H30実績

議員と事務局間の情報共有、業務の迅速化、効率化
及びペーパーレス化を図ることを目的としている。導
入により、迅速な情報提供が可能となっているほか、
職員の事務負担の軽減が図れている。また、ＰＣに
限らず、タブレットやスマートフォンなどのマルチデバ
イスに対応しており、外出先における議員の利便性
の向上が図れ、ついては市民に対する積極的な情報
公開に資している。

非常勤
特別職

臨時職員

①－個

②２９件

③５６件

R元年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

開催された定例会、臨時会及び委
員会に関係する通知や資料の大半
をグループウエアに配信、保存する
ことで、グループウエア使用者の
データによる情報共有を図ることが
できたため。

R1年度に改善した点

グループウエアの使用者が共有するため
に配信した通知や資料が使用者によって
確認されないままとなっていることがあり、
全使用者に配信資料等の周知をしていく。

共有文書データ数

１回の定例会で議員全員に配付される定例文書
のうち、グループウエアの共有フォルダに保存し
た文書データ数を目標に掲げることで、ペーパー
レス化推進の指標とする。

CD-Rといった電子記録媒体に保存して配
付していた大きなデータもグループウエア
で配信することが可能になり、電子記録媒
体の使用がなくなった。

R1目標値が未達成の理由・分析H30年度目標

目標達成済
共有フォルダでの保存期間設定が短かったため、
期間経過により、保存データが消去となったことか
ら、正確な個数は確認できないが、定例文書の目
標個数を確実に上回る個数のデータを共有するこ
とができた。

７２個

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 R1予算現額

所沢市議会基本条例、所沢市議会ＩＣＴ化推進基本
計画

180千円

H30正規職員
人件費

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

164千円

最優先 自治事務

①共有文書データ数

②お知らせ件数

③通知等データ回覧件数

所沢市議会ＩＣＴ化推
進事業（グループウェ
ア導入事業）

事業の目的及び具体的な内容議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

Ｒ１～

法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成15年～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人

4,190千円 臨時職員 0.10 人

①研修受講職員数285人

②監査対象：３システム・７所属

③監査対象：７システム・４所属

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

自治事務 法定受託事務

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

情報セキュリティ監査による指摘事項・観察事項
の総件数に対し、フォローアップ監査において改
善が確認された件数の割合を指標とする。

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

H30決算額 指標名H30予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1予算現額 R1決算額（見込み）

①情報セキュリティ研修会
②令和元年度情報セキュリティ
監査
③平成30年度情報セキュリティ
監査の結果に基づくフォローアッ
プ監査

フォローアップ監査における、情報セキュリティ監
査による指摘事項・観察事項の改善率
（指摘事項改善件数＋観察事項改善件数）
　　　　　　　　／（指摘事項件数＋観察事項件数）

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

0千円

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

フォローアップ監査を実施した結
果、令和元年度情報セキュリティ監
査で検出された監査事項３項目の
全てについて、被監査部門が講じた
改善・是正措置が有効であることが
確認された。

根拠法令

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30実績

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意識
を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い（平
成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図る。

0.50 人

R1正規職員
人件費

情報セキュリティ対策
推進事業

0千円 0千円

どのように貢献したか

市民の利便性の向上に繋
がった

どのように貢献したか

１６．平和と公
平をすべての

人に

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

市民の利便性の向上に繋
がった

情報の適正な取り扱いによ
り、個人の権利や利益を保
護する

どのように貢献したか

グループウェアの導入により、
紙の使用量を削減できたほか、
議員の利便性が向上したことで
市民に対する積極的な情報公
開に資している。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１６．平和と公
平をすべての

人に



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人の
権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推進を
目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知を
図っている。

H30予算現額

個人番号カード交付推
進事業

R1その他職員
従事割合

5.83 人
非常勤
特別職

R2年度目標

39,486件平成27年度～ 39,233千円 臨時職員 13.00 人

税分野・社会保障分野・災害時における手続きに必
要な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、
希望する市民に対し個人番号カードの交付を行うも
のであり、運用の始まっているコンビニエンスストアに
おける証明書交付サービスなど市民サービスの向上
に寄与する。 4.72 人

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

48,855千円 臨時職員 13.00 人

①13,049件

②9,874件

③10,991件

国において、さらなるマイナンバーカード普
及に向けてマイナポイントの付与や健康保
険証として使用するなど様々な方策を検討
していることから、その動向を見ながらカー
ド取得の機会の拡大を図る。

R1正規職員
人件費

12,000件

番号法、住民基本台帳法 75,084千円 70,675千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付件数
個人番号カードの交付が事業の目的となっている
ため交付件数を指標とする。

各まちづくりセンターの会場において行っ
ている市民への申請補助に加えて、企業
への訪問による申請受付を行うことでより
一層の申請の機会を設けたこと

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

50,289千円

R1予算現額

Ａ

企業等への訪問申請受付の本格実
施に向けて試行を行っており、交付
枚数の増加に努力を行っている

R1実績R元年度目標

7,879件

12,000件 9,874件

H30年度目標
市民
課

実施計画ランク

92,906千円

根拠法令

期間

H30決算額 指標名

H30実績

未だ個人番号カードの取得したことによるメリット
が、コンビニエンスストアで住民票の写しや印鑑
証明書、戸籍謄抄本、戸籍の附票の取得と、確定
申告を自宅のパソコンから行えるなど限られてい
ることから、市民が積極的に取得したいとの意識
が薄いことが考えられる。

事業の種別

一
般

　個人情報保護に関する研修・啓発により
職員の資質向上を図るとともに、特定個人
情報取扱点検・監査等を実施することで、
適正管理を推進する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,721千円 臨時職員 0.00 人

①95件

②986件

R元年度目標

0.0% 0.0%

平成13年度～

目標達成済0.0% 0.0%

8,312千円 臨時職員 0.00 人 0.0%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.16 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条
例施行規則、所沢市情報公開・個人情報保護審議会
条例、所沢市特定個人情報の安全管理に係る基本
方針、所沢市特定個人情報の保護に関する取扱規
程

644千円 365千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 641千円 157千円

Ａ

個人情報開示請求は年間５０～１０
０件程度で推移しているなか、不服
申立は生じておらず、目標は達成さ
れている。
また、関係業務を担当する職員に
対しては、外部講師による個人情報
保護制度に関する研修のほか内部
講師による研修を併せて実施する
などして、知識の習得と意識の向上
を図っている。

R1年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

職員向けの庁内新聞において、所管課が
実施すべき個人情報保護制度に関する届
出・報告手続きを一覧にまとめ、適切に行
われるよう周知・啓発した。

H30年度目標 H30実績

R1実績

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

個人情報保護制度推
進事業

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

デジタル政府の実現に向け
てマイナンバーカードの必要
性が一段と高まる中で、交
付率を伸ばすことに貢献で
きている

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

個人情報を適切に取扱うこ
とで、公正で信頼される市政
の推進に寄与した。


